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オーストラリアにおける若者の
｢学校から仕事への移行」支援の現状と課題(2)
－ヴィクトリア州における学校カリキュラム改革一
法政大学キャリアデザイン学部教授児美川孝一郎
おける教育実践にまで立ち入って検討することが
必要となる。以下、本稿（および続稿）では、考
察の対象をヴィクトリア州(2)に限定して、若者の
｢学校から仕事への移行」支援の政策・実践の実
情を詳しく検討していくことにしたい。
近年、日本においてもキャリア教育政策が精力
的にすすめられており、フリーター・ニート支援
を含む若年就労支援策（広義には、日本ではじめ
ての若者政策）も、2003年の若者自立・挑戦戦略
会議の発足以降、政策的な軌道に乗りはじめてい
る。しかし、（児美川2007）で論じたように、こ
うしたキャリア教育政策や若年就労支援策には、
見過ごしえない問題点も孕まれており、全体とし
ては、やや“いびつ，’な相貌を呈していることが
危'倶きれる。
前稿（児美川2008）では、こうした日本の状況
を照らし出す“合わせ鏡'，を準備するという意図
をもって、オーストラリアにおける若者の「学校
から仕事への移行」プロセスの歴史的変遷と現状
を概観し、それに対する政策的な支援の現況を検
討した。暫定的な見取り図の提出と、吟味すべき
論点の所在については明らかにできたと考えてい
るが、オーストラリアは、６州／２特別区から構
成される連邦国家である。もとより自明なことで
はあったが（Ｃｆ石附・笹森（編）2001)、教育は、
伝統的に各州／特別区の管轄であり、近年では連
邦政府の主導性が強められてきたとはいえ、教育
制度や政策は、各州／特別区ごとに特色や違いも
存在している。さらに言えば、同じ州／特別区内
であっても、学校ごとの自律性も、日本と比べれ
ばはるかに高い(1)。
それゆえ、「移行」支援策の実情を、より実態
に近いところで把握するためには、州／特別区ご
との政策に分け入り、場合によっては、各学校に
１「学校から仕事への移行」支援策の全
体像
具体的な検討に入る前に、まずはヴィクトリア
州における若者の「学校から仕事への移行」支援
の全体的な枠組みを概観したうえで、本稿の考察
対象を限定しておく。便宜上、子どもと若者が辿
ることになるキャリアの経路を追いながら、それ
ぞれの段階での「移行」支援の枠組みや課題を確
認していこう。
(1)前期中等教育まで
初等学校に入学する前、形態（幼稚園、チャイ
ルドケアセンター、個人宅保育、プレイグループ
等）はさまざまであるが、子どもたちの多くは、
就学前教育を受ける。その後、標準的には５歳に
なると、義務教育がはじまり、初等学校の準備学
年（preparatoryyear）に通いはじめる。初等学
校は第６学年までで、あわせて７年間である。子
どもたちが最初に体験する「移行」問題は、実は
初等学校への入学であるが、この点、制度的には
１年間の準備学年を設けるという対応が施されて
いると言える。ただし、「学校への移行（transi‐
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tiontoschool)」に困難を抱える子どもは、少な
からず存在しており、さまざまな形での政策的支
援も工夫されている（cfDavies（ed.）２００７；
CollieetaL2007)。
初等学校を卒業すると、中等学校に進学する。
私立学校（カトリック系、独立系）を選ばない限
り、たいていは地元の学校に（無試験で）入学す
る。中等学校は、第７学年から第１２学年までの６
年間（通常、第10学年までは前期中等教育、第１１
学年以降が後期中等教育と呼ばれる）であるが、
ヴィクトリア州の場合、義務教育期間は１６歳（標
準的には第10学年）までと定められている。した
がって、第10学年の終了時には、生徒たちにとっ
ては、かなり重要な進路選択の岐路が存在してい
る。原理的には、この時点での子どもたちのキャ
リアの経路には、①第11学年以降も中等学校を継
続する道、だけではなく、②第10学年で（あるい
は、それ以降に）学校を離れて、就業する、実習
生（apprenticeship）や訓練生（traineeship）に
なる、ＴＡＦＥ（技術・継続教育機関；Technical
andFurtherEducation）に通う、学校外の職業
訓練機関（RTO;RegisteredTrainingOrganisa-
tion）に通う、成人教育機関（ACE；AdultCom
munityEducation）に通う、といった選択肢が存
在している。
学校教育の側からすれば、子どもと若者の「移
行」支援の主要な局面のひとつには、いかにして
第１０学年まで（義務教育期間）の子どもたちに、
その後の自らの進路を選択させ、それに向けた準
備をさせるかという「学校（初等および前期中等
教育）におけるキャリア教育」が位置づくことに
なる。中等学校における職場体験（workexperi‐
ence）が、第９～10学年を中心に実施されること
が多いのは、この時点での「移行」問題を意識し
てのことである。
DEETYA1996)。1970年代における後期中等教
育への残留率が、ずっと30％台であったことを考
えれば、かなりの改善が見られるが、それでも現
状は、７０％台にとどまっている（ヴィクトリア州
の場合、第12学年までの残留率は、75.8％･cf
DepartmentofEducation2007)。したがって、
現在でもけっして少なくない生徒たちが、中等学
校を修了せずに、第１０学年以降に学校を離れるわ
けであり、若者政策全体のスキームを考える際に
は、上記の②にあげたような学校外の諸機関にお
ける若年就労支援の充実や、学校との連携が課題
となってくるわけである。
なお、早期に学校を離れた若者（earlyschooL
leaver）の中には、上記②の機関のどこにもとど
まらず、失業中ないし、いわゆる「ニート」状態
の者も存在する。‘youthatrisk，と称されること
の多い(3)こうした若者に対しては、コミュニテ
ィ・レベルでのキャリアガイダンスや職業訓練、
就労支援等の特別な支援策が、用意されている。
上記の②を含めて、こうした一連の「学校外にお
けるキャリア支援と職業教育訓練」が、この国に
おける若者の「移行」支援のもうひとつの主要な
局面をなしている。
さて、後期中等教育へと就学を継続した生徒の
キャリアの経路を見てみよう。もっとも直線的な
コースは、第12学年まで在学して、後述するＶＣＥ
(VictorianCertificateofEducatio､）やVCAＬ
(VictorianCertificateofApphedLearning）とい
った中等教育修了資格を獲得する道である。なお、
この段階の学校カリキュラムには、いわゆる普通
教育的な教科・科目だけではなく、「学校におけ
るＶＥＴ（職業教育訓練：VocationalEducation
andTraininginSchools)」と呼ばれるコースが
含まれている。学校におけるＶＥＴは、国全体にお
ける統合的な資格体系（AustralianQualifications
Framework）における職業資格の初級レベルに
位置づくものであると同時に、中等教育修了資格
にも充当できる仕組みになっている。
いずれにしても、中等教育修了資格を手にでき
た生徒たちは、卒業後、多くは就業するか、大学
(2)後期中等教育レベル以上
近年では、連邦および州政府の政策は、後期中
等教育の段階にまで、可能な限り生徒たちの就学
を継続させることを目標にしてきた（Ｃｆ
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やＴＡＦＥ(4)等に通うか、といった進路を歩む（就
業しつつ、パートタイム学生として就学を継続す
る学生も、少なくない)。注意すべきは、後期中
等教育へと進んだ生徒たちのすべてが、中等教育
修了資格を得るわけでも、第１２学年まで就学を継
続するわけでもないということである。それゆえ、
若者の「移行」支援の三つめの主要な局面は、
｢後期中等教育におけるキャリア教育（および職
業教育訓練)」ということになる。もともと第１１
～１２学年は、「移行期」的な性格の強いものであ
り、「学校から仕事への移行」にとって“基本的
なパスポート,’となる（cfWyn2004）中等教育
修了資格の獲得に向けて生徒たちを支援すると同
時に、中等学校を出た後のそれぞれの進路への準
備と選択をさせることが、学校にとっての重要な
課題となる。ヴィクトリア州の場合には、この段
階の学校カリキュラム全体の改革をはかると同時
に、生徒ひとりひとりを対象としたキャリアガイ
ダンスのプログラム（ＭＩＰ：ManagedIndividual
Pathways）が実施されている。
そうした施策にもかかわらず、もちろん後期中
等教育を修了できずに、雛学していく若者は存在
している。また、後期中等学校を首尾よく修了で
きたとしても、その後、大学やＴＡＦＥ等に進学す
るわけでも、フルタイムの職に突くわけでもない
者も存在する。オーストラリアにおいても、日本
と同様、グローバル市場経済の浸透とポスト産業
社会化の進展とともに、フルタイムの正規雇用を、
パートタイムや臨時の非正規雇用へと置き換えて
いく動きが、急速に広まっているからである（cf
Lansbury2004；労働政策研究・研修機構2005）
(5)。こうした若者たちは、再び先の「学校外にお
けるキャリア支援と職業教育訓練」の領域におけ
る支援対象となるわけである。オーストラリアで
は、一般的に19歳までが、学校の内外における若
者向けの特別の「移行」支援の対象であり、それ
以降になると、一般の成人と同様のキャリア．サ
ービスや職業教育訓練施策の対象となる。
(3)「移行」支援全体の枠組み
ざっと概観しただけでも、かなり手厚く、包括
的な支援の手立てが、子どもと若者の発達段階や
学校段階ごとに、また学校の内外のさまざまな機
関や担い手によって提供されていることがわかる
だろう。もちろん、ここに紹介したのは、“通常”
想定される経路を辿る子どもと若者を対象とした
支援策であり、これらの外側には（あるいは、こ
れらの施策の特別仕様として)、先住民の子弟、
地方および過疎地域の居住者、障害児、低所得家
庭の子弟、英語を母語としない移民子弟、といっ
た特別の教育ニーズを有した子ども・若者向けの
プログラムが存在している。また、ここでは、若
者の「学校から仕事への移行」支援を対象として
見てきたが、本来、「仕事への移行」が果たされ
るためには、子どもと若者の「大人への移行」が
前提となるはずである。そのための社会的自立支
援の施策も、若者手当（YouthAllowance；cf
Peterl997DETYA2001）の支給をはじめとし
て、教育や職業訓練の領域の外側に大きく広がっ
ていることも看過できないだろう。
図（次頁）は、以上の議論の全体像をつかむた
めのイメージ図である。図中の四角が、教育・支
援機関であり、数字を付けた色塗りの四角が「移
行」支援の主要な局面である。楕円形は、（日本
との比較を考えるうえでも重要なので）職業教育
訓練の広がりを示してある。本文では触れていな
いが、大学やＴＡＦＥ等の高等教育・継続教育機関
も、もちろんそれ自体としてキャリア教育・支援
の役割を負っていることは言うまでもない。
本稿を含む続稿では、図中の□～回に該当する、
若者に対する「移行」支援の政策と実践（実態）
を順次検討していこうと考えているが、さしあた
り本稿では、□～回にかかわるヴィクトリア州に
おける学校カリキュラム改革について見ていくこ
とにしたい。
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図若者に対する「学校から仕事への移行」支援の全体図（イメージ）
２ヴィクトリア州における学校カリキュ
ラム改革とキャリア教育
キャリアには、人が生涯において引き受ける
すべての役割一教育、訓練、賃労働および
賃金が支払われない仕事､家族での活動、ボ
ランティア、余暇活動、等々－が含まれ
る。(6)
以下、1990年代以降、ヴィクトリア州において
取り組まれてきた学校カリキュラム改革の取り組
みについて、義務教育段階におけるカリキュラム
基準であるＶＥＬＳ（VictorianEssentialLearning
Standards）（以下、２.）と、後期中等教育の段階
での中等教育修了資格であるＶＣＥ（Victorian
CertificateofEducatio､）とＶＣＡＬ（Victorian
CertificateofAppliedLearning）（３.）に分けて
見ていく。ただ、その前に、若者の「学校から仕
事への移行」支援、より限定的に言えば、「学校
におけるキャリア教育」を検討するに当たって、
なぜ学校カリキュラムの改革に注目するのかとい
う点について、ひと言しておこう。
「キャリア」や「キャリア教育」の概念をどう
理解するのかは、論者によって違いがありうるが、
ヴィクトリア州教育省（DepartmentofEduca‐
tion；2006年からは、CentrefOrChildrenと合併
して、DepartmentofEducationandEarlyChild
hoodDevelopmentに名称変更）は、次のように
キャリアを理解している。
そして、そうした「役割」の遂行に向けて、子
どもたちが準備し、必要なサービスや情報にアク
セスし、仕事や活動において自らの可能性を最大
限に引き出すことが、彼／彼女らの「キャリア発
達」であり、それを援助するのが「キャリア教育」
の役割であるとしている。一見してわかるように、
ＤＥ・スーパーのキャリア論（cfSuperl980）を
踏まえ、キャリアをもっとも広義に捉えたうえで、
子どもたちのキャリア発達を包括的に支援するの
が、学校に課せられた教育的使命である－とす
るのが、州教育省のキャリアおよびキャリア教育
の理解である。そうだとすれば、当然、そこでの
キャリア教育施策は、職場体験や特定のキャリア
関連プログラムにのみ特化されるはずはなく、
｢学校教育全体を通じた、質の高いキャリア教育
プログラムが必要である｣(7)とされるのは必定で
あろう。本稿の議論も、こうした理解を踏まえ、
子どもたちのキャリア発達の支援たるキャリア教
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partmentofEducation2003a；ｐ９）の表現を借
りれば、VELSは、生徒たちが「能動的で、生涯
続く学習の主体」となることを準備するカリキュ
ラムであり、彼／彼女らに次のような能力やスキ
ルや態度を育てるものであるとされる。
育を問題とするためにこそ、学校のカリキュラム
全体を考察対象とするわけである。
(1)VELSとは
オーストラリアの初等・中等学校においては、
日本の学習指導要領に当たるようなものは存在せ
ず、各州／特別区ごとにカリキュラム基準が定め
られている。2008年度からは、連邦政府によっ
て、第３．５．７．９学年の生徒を対象とするナ
ショナル．テストが導入されたため、その影響を
無視するわけにはいかないが、対象教科がリテラ
シーと数学的思考力に限定されているうえに、教
育課程そのものを拘束するものではないので、各
州／特別区によるカリキュラム基準の作成におけ
る裁量の余地は、基本的に維持きれていると言え
る。各州／特別区のカリキュラム基準と各学校と
の関係も同様であり、州／特別区ごとのカリキュ
ラム基準は、あくまで子どもたちが到達すること
が望まれる到達水準が、発達段階や教科領域ごと
に示されたものであり、各学校におけるカリキュ
ラム編成の権限には、かなりの程度の裁量が認め
られる。
VELSは、ヴィクトリア州における、こうした
意味での共通カリキュラム基準であり、2005年に
従来のカリキュラム基準に代わる「新しいアプロ
ーチ」（DepartmentofEducation2003b）として
策定され、2006年度以降、各学校において導入が
すすめられたものである。カリキュラム基準の改
定は、2000年代に入って以降、州政府が精力的に
すすめてきた学校教育改革（全体のマスタープラ
ンは、DepartmentofEducation2003a、を参照）
の一環に位置づくものであるが(8)、それは、学校
管理運営の改革（リーダーシップ)、教員の再教
育、学校環境・教育条件の改善、教育方法と学習
方法の刷新といった諸改革に並び立つと同時に、
そうした諸改革の方向性を凝集的に示すものでも
あった。実際、改定されたVELSは、従来の基準
の修正や補正にとどまるものではなく、カリキュ
ラムの構成原理にまで遡った見直しを行うとい
う、かなり野心的な内容となっている｡(9)（Ｄｅ‐
・学習への積極的な態度
・すべての領域の学習の土台となる、リテ
ラシーと数学的思考力と自己表現の基本
的なスキル
・自立して、また他者と協力して活動でき
るための、高度な個人的、対人的、社会
的コンピテンス
・革新、創造性、問題解決の経験
・技術的、文化的変化に対応していく自信
.幅広いコミュニティと変化しつつある職
場で必要とされるスキル
．`情報にアクセスし、それを吟味できる能
力
(2)VELSの構造
カリキュラム基準としてのVELSにおいては、
下表（次頁）のように６段階のレベルに各学年が
分けられ、カリキュラム全体は、三つの系
(strand）に分類される。この三つの系のもとに、
それぞれの教科領域（domain）が位置づけられ
る｡('０）
厳密に言うと、各教科領域のもとには、さらに
いくつかの分野（dimension）が指定されている
(たとえば、「保健・体育」では「運動および身体
活動」および「健康についての知識と促進｣、「芸
術」では「創造と制作」および「探求と鑑賞｣、
が「分野」に当たる）が、表では省略した。そし
て、それぞれの教科領域と各レベルごとに、生徒
たちが到達することの望まれる到達水準が示され
るわけであるが、これが、VELSの核心部分とな
る。試みに、「人文学」の教科領域におけるレベ
ル３の基準を提示すると、以下のように分野ごと
の目標が示されている。
７ 
Hosei University Repository
(＊１．レベル３まで／*2.レベル４から）
〔人文学の知識と理解〕
レベル３においては、
生徒は、オーストラリアの歴史におけるい
くつかの重要な事件、アンザック・デー('1）
(AnzacDay）を含む重要な祝典や祝日、階
級やコミュニティや国家を作りあげてきた文
化的集団の歴史の主要な局面について、記述
し、順序だてることができる。
生徒は、彼らの住む地域が、時間とともに
どう変化してきたのかを記述できる。
直接的な観察や、さまざまなメディアを通
じた調査によって、生徒は、彼らの住む地域
や他のヴィクトリアの人文的・地理的な特徴
を記述できる。
生徒は、人々がどのようにして、ヴィクト
リアにおける異なった環境を活用したり、そ
こに影響を及ぼしてきたのかを記述できる。
〔人文学的なスキル〕
レベル３において、
生徒は、口承の歴史、遺物、伝承、絵画を
含む歴史的証拠を使って、出来事を語り直し
たり、歴史的特徴を記述できる。
生徒は、出来事を時間順に示すための簡単
な年表を作成できる。
生徒は、歴史的証拠の異なるタイプの違い
を説明することができ、歴史的事件をさらに
探求するための問いを提起することができ
る。
生徒は、基本的な地図記号を使って、なじ
みのある環境の地図や図案を描くことができ
る。
生徒は、アルファベットのグリッドを利用
して、地図上の場所を特定することができる。
地図帳や地球儀を使って、オーストラリアの
州と特別区の場所を特定し、その名前を言う
ことができる。
こうした基準が、「教科に基づく学習」の系だ
けではなく「身体的、個人的、社会的学習」や
｢教科横断的な学習」の系においても提示される
のである（ただし、レベル１～３では、教科領域
や分野によっては、基準が示されないものもあ
る)。注意すべきは、こうしたカリキュラム基準
は、生徒たちの学習の到達目標として定められて
おり、これに沿った「標準」教科書が存在するわ
けでも、細かな単元や「標準」時数が指定されて
いるわけでもないという点であろう。これらはす
べて、実際にカリキュラムを編成する各学校の裁
量によって決められる。
また、基準の内容を見ると、最低限の知識を獲
得することは軽視されていないが、それ以上に、
生徒たちの学習プロセスを能動化し、統合化し、
主体化する（－－知識は、与えられるのではなく、
生徒自身が探求し発見する。ばらばらに理解され
るのではなく、相互連関的に把握される。また、
知識は、外在的なものではなく、自らの態度やス
キル形成と関連づけられる）という点に、力点が
置かれていることがわかるだろう。「教科に基づ
８ 
身体的､個人的､社会的な学習 教科に基づく(discipline-based)学習 教科横断的な(interdisciplinary)学習
レベル１－準備学年
レベル２－第１，２学年
レベル３－第３，４学年
レベル４－第５、６学年
レベル５－第７、８学年
レベル６－第９、１０学年
｢保健・体育」
｢対人関係の発達」
｢個人的学習」
｢公民・市民性」
｢芸術」
｢英語」
｢人文学」＊１
｢人文学（経済)」＊２
｢人文学（地理)」＊２
｢人文学（歴史)」＊２
｢外国語」
｢数学」
｢科学」
｢コミュニケーション」
｢デザイン・創造性・技術」
｢情報とコミュニケーション技術」
｢思考プロセス」
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国際的な関心と論議を共有しつつ、カリキュラム
のコンテンツではなく、子どもたちの「学習の質」
を転換させることで、そして、それを可能にする
カリキュラム枠組みを作りあげることで、当面す
る課題に挑もうとしたものと見ることができるだ
ろう。
<学習」だけではない三つの系によってカリキュ
ラムを構成するという「統合的アプローチ」を採
用しているのも、まさにこの点にかかわることで
あり、VELSにおける「学習と教授の原則」が以
下のように立てられていることも、このことを裏
づけよう。
(3)VELSにおけるキャリア教育
では、VELSにおいて、キャリア教育は、どの
ように位置づけられるのか。端的に言ってしまえ
ば、キャリア教育は、VELS全体のなかに埋め込
まれている、というに尽きる。州教育省によれば、
キャリア教育の目標は、
1．学習環境は、支援的で、生産的でなくて
はならない
2．学習環境は､生徒たちの自立と協同と動機
づけを促進するものでなくてはならない
3．学習プログラムには、生徒たちのニーズ、
背景､視点､関心が反映されるべきであ
る
4．生徒たちは、深く思考し、その結果を応
用する力を発達させることができるよう
に、励まされ、支援される必要がある
5．学習と教授には、アセスメントが統合的
に組み込まれているべきである
6．学習は、コミュニティや教室を超えた実
践と強く結びついていなくてはならない
①生徒たちの「自己理解」を促し、
②卒業後の「進路」や「仕事の世界」につい
て探求させることで、「機会（opportunL
ty)」についての認識を深めさせ、
③｢意志決定」について学ばせ、
④新しい状況に効果的に移行していくための
「移行計画」を立てさせる('3）
（ＶＣＡＡ２００４；pp2-4）を見れば、今回のカリ
キュラム基準の改定によってVELSが策定される
までの議論のプロセス~それが、なぜ「本質的
な学習（essentiallearning)」をキーワードにす
るに至ったのカーを知ることができるが、そこ
で意識されていたのは、基本的に、生徒たちが将
来「近年の、新たに登場しつつある経済」に能動
的に参加し、「急速な社会的、文化的変化」に建
設的にコミットできるように準備するという目標
である。そうした視点から、先進諸国のカリキュ
ラム改革の動向が精査され、「伝統的な教科中心
のカリキュラム」のタイプから、学習内容を「鍵
となる少数の学習エリアに統合するカリキュラ
ム」のタイプまでのオプションが検討されて、最
終的に現在のVELSの形式が選ばれるに至ってい
る('2)。単純化を覚`悟で言えば、問題意識として
は、ＯＥＣＤによるＰISAの開発や、キー・コンピ
テンシー（Ｃｆライチェンほか編2006）をめぐる
ことにある。そして、そうした教育目標は、学校
ごとのカリキュラムにおいては、生徒たちが
VELS全体を学んでいくことを通じて実現される
というわけである。
いわば、キャリア教育についての“全面主義，，
アプローチが採用されているわけであるが、ただ
し、それだけでは（理念はともかく実践において
は)、教師たちの関心や日常的な授業が、キャリ
ア教育を意識したものとなるのは、難しいかもし
れない。そこで、提供きれるのが、下表（次頁）
である。「キャリア教育とVELSとのリンク」と題
されたこの表には、VELSのどの「系」「教科領
域」「分野」において、特にキャリア教育に関連
した学習が行われるべきかが、その「基準」とと
もに明示されている。
さらに、「キャリア教育とVELSとのリンク」に
は、キャリア教育にかかわる授業を行う際の、教
師向けの注意点や留意事項、ヒント等が、次のよ
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教科領域
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系 分野 学習の焦点 基準
教科に基
づく学習
人文学
(経済）
経済的知識・理解
経済的推論・解釈
レベル６
職業的な進路・教育・訓練に求めら
れる条件を探求する
可能な仕事やキャリアの選択肢につ
いて考察する
雇用・継続教育・訓練への移行に求
められるスキルと戦略を発達させる
(求職、応募、面接のスキルを含む）
レベル６
生徒は、職業的な進路・教育・訓練に求められる
条件を分析することができ,可能性のあるキャリ
アの経路と機会について把握できる
生徒は、学校から雇用または継続教育への移行に
求められるスキルを発達させる
身体的、
個人的、
社会的学
習
個人的学
習
対人関係
の発達
個人としての学習者
支援を得つつ、自己
についての知識と'性
向をつかむ
個人的学習の管理
自己の学習と成長を
管理できるようにな
る（目標を設定し、
それに向けてリソー
スを管理することを
含む）
社会関係の構築
チームでの活動
レベル６
選択肢について情報を得、責任を持
ち、そのことの自己および他者への
影響を考えることを求められるアク
ティビティに参加する（例.将来の
進路の選択肢の探求）
レベル６
独立して、またはチームの一員とし
て活動することを求められるプロジ
エクトをやり遂げる
学校内および学校外の多様なチーム
のなかで活動する
レベル６
生徒は、自己の長所を知り、将来の学習ニーズの
決定に活用することができる。また、自己の学習
の改善点をつかみ、それに取り組む行動がとれる
生徒は、課題をこなすために複合的な手続きと戦
略を活用できる
生徒は、複合的な社会的慣習を理解でき、他者と
協同する際に適切に振舞うことができる
レベル６
生徒は協同的に活動でき、投書ｌについて交渉し、
課題を委任することができる。また、チームの力
として活動し、定められた時間枠の中での目標設
定に合意できる
教科横断
的な学習
コミュニ
ケーショ
ン
思考プロ
セス
意見の聴取と応答
プレゼンテーション
推論・プロセス処理
･探求
創造性
振り返トノ・評価・〆
夕認知
レベル６
言語、表現形式、コミュニケーショ
ンにおいて高レベルの技術と流暢さ
を猶得する
レベル６
論争的で複合的な主題について、＋
分な情報に基づく決定ができるよう
に、異なる立場の考え方を識別する
レベル６
生徒は、言語的および非言語的な暗示を複合的に
活用し、専門用語や広い範囲にわたるコミュニケ
－ションの形式を利用することができる
生徒は、複合的な情報を扱うプレゼンテーション
の目的に沿って、専門用語や専門的な決まりごと
を活用することができる
レベル６
生徒は、発話者の視点や観点を探るための質問を
発することができる
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個人的および対人的なスキルを磨くという点に、
学習の力点が置かれていることが注目される('4)。
それは、すでに述べたように、キャリアおよびキ
ャリア教育の概念を広義に理解する州教育省の立
場の帰結であり、キャリア教育の目標が、端的に
は、生徒たちを「自己のキャリアをきり拓く主体」
(キャリアをselfmanageする主体(１５)）に育てると
いう点に置かれていることの結果でもあろう。
だからこそ、逆に、そうした主体を育てるため
のキャリア教育は、特定の教科領域や分野でのみ
指導されるものではなく、VELS全体を通じて追
求されるものともなる。VELS自体が、能動的な
学習活動を通じて、自己学習主体を育てることを
ねらいとしていたことが想起されるべきだろう。
日本のキャリア教育の文脈においては注目される
ことの多い社会人（職業人）ゲストの活用や職場
体験('6)は、ここでは、こうした教育課程全体に
おけるキャリア教育の一環に（－あくまで、全
体があってこそ生きてくる、ひとつの構成要素と
して）位置づくものであることも看過すべきでは
なかろう。
うに書き込まれてもいる。
－－全体として「積極的な学習環境を構築す
る」ことが重要であり、「生徒間および教
師・生徒問の肯定的な関係を打ち立てる」
ことが求められる。
－｢さまざまなアクティビテイを通じて、
生徒が自己を確立し、他者との協同関係を
発達させる」ことが望ましい。
－(個人的学習などでは）「生徒の社会的背
景、関心、これまでの学習やスキル形成に
ついての知識や、ロールプレイを活用する」
ことが必要である。
－｢生徒が、キャリアや進路、雇用につい
ての考えを深めることができるためには、
探求を基盤とした学習（inquiry-based
learning）を活用」すべきである。
－｢コミュニティからゲストを招待し、仕
事やコミュニティ活動について生徒と共有
する」ことも有効である。
－｢職場体験(workexperience）は、生徒
の仕事の世界に対する理解をさらに深める
ために活用できる｡」
３中等教育修了資格の改革とキャリア教
育一覧してわかるように、表に明記されている
｢学習の焦点」は、すべてレベル６（第９，１０学
年）向けの内容である。これは、もちろんＶＥＬＳ
におけるキャリア教育が、この学年段階でだけ実
施されればよいということを意味しているのでは
ない。レベル１～５を通じて、また、表には明示
されていないレベル６の他の教科領域や分野にお
ける学習を通じても、VELSにおけるキャリア教
育の目標が追求されるわけであり、そうして培っ
た土台のうえに、義務教育の最後の段階であるレ
ベル６において、それを、凝集的かつ自覚的に追
求する学習場面が、上記の表のように想定されて
いると理解する必要がある。
全体として見れば、職業や仕事の世界について
の理解を深めるという学習内容を含みつつも、よ
り幅広く、生徒が自己の将来や進路について吟味
し、探求することを目的とし、むしろそのための
では、第11学年以降に進級した生徒たちには、
いかなるキャリア教育が準備きれるのか。ヴィク
トリア州の場合、ポスト義務教育の段階への円滑
な移行を支援するため、１５歳以上のすべての生徒
を対象として、ＭＩＰ（ManagedIndividualPath
ways）と呼ばれる個人別のキャリアガイダンスの
プログラムが実施されている。生徒へのキャリア
支援を問題とするのであれば、当然、このMIPの
役割を無視することはできないが、本稿では、学
校カリキュラム改革の問題に焦点をしぼって、検
討していく。
(1)後期中等学校が抱えるキャリア教育の
課題
すでに述べたが、第11～１２学年は、それ自体が
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｢移行期」的な性格を持った段階である。そこで
の学校教育の最大の課題は、いかにして生徒たち
に、ポスト中等教育の段階への移行一就業であ
れ、大学やTAFE等への進学であれ、職業訓練へ
の参加であれ－を準備させるかという点にあ
り、それはそのまま、キャリア教育の課題である
と言い換えることもできよう。ただし、もう少し
詳細に、課題の中身を脇分けしてみれば、そこに
はおよそ、①生徒たちを第12学年の修了まで継続
的に就学させる、という課題が土台にあり、その
うえで、②生徒たちに中等教育後の進路を探求さ
せ、進路選択をさせるという狭義のキャリア教育、
あるいはキャリアガイダンスの課題、そして、③
修了後の進路を実現するための力量を、後期中等
学校の教育を通じてきちんと身につけさせるとい
う課題（中等教育修了資格を取得することも、そ
の－部である)、が控えている。
ヴィクトリア州の場合、②に関しては、上記の
MIPのような個別のキャリア相談の機会が継続的
に用意されるほか、「構造化された職場学習
(StructuredWorkplaceLearning)」や「学校を基
盤とした実習生・訓練生（School-basedAppren‐
ticeship／Traineeship)」の制度など、進路探求
と選択を支援するための多様な体験学習（実習）
が提供されている。③は、後期中等教育における
カリキュラム問題そのものであり後述するが、厄
介なのが、①である。先にも触れたように、この
国における後期中等教育への生徒たちの残留率
は、連邦や州政府による政策的な後押しもあって、
1980年代を通じて飛躍的に上昇したが、1990年代
前半に75％超に達して以降は、ずっと横ばい（な
いし漸減）状態が続いている。これは、1990年代
半ば以降に限って見れば、就学継続への政策的ア
プローチが、ほとんど効果をあげていないという
ことを意味しており、政策当局の期待とは裏1頁に、
学校はもはや、生徒たちの離学行動に対して独立
した影響力を発揮することはできないのではない
か、といった厳しい指摘（cfMarks2007）も存
在している。
中等教育を修了する以前の生徒の離学には、ｉ【）
ちろん多種多様な要因が複合していると想定され
るが、（Crozier2008;pp47）は、これまでの研究
を踏まえて、それを以下のように整理している
(カッコ内は、児美川による補足説明。cfLeand
Miller2004)。
Ａ・学校関連
・連邦および州政府の政策〔早期雛学者に対
する支援に、十分な焦点が当てられない〕
・不十分なカリキュラム〔教育内容が、早期
雛学者のニーズに合っていない〕
・学校のタイプ〔公立学校、カトリック系学
校、私立学校の順に雛学者が増加する〕
・州／特別区〔州／特別区によって、離学率
に格差がある〕
・ＴＡＦＥへの流出〔中等学校に在籍している
と、パートタイムでＴＡＦＥに通学しても、
政府からの補助金が支給されないため、職
業教育訓練に魅力を感じる生徒は、中等学
校を辞めてしまう〕
．教え方のスタイルと評価〔中等学校では依
然としてアカデミック志向が強く、職業的
な科目も、そうした方法で教えられ、成績
評価される〕
B、家族および個人
・社会的・経済的ステイタスの低さ
・両親の教育〔最終学歴〕
・居住地域〔都市部よりも、地方、過疎地域
の方が離学率が高い〕
・性別〔1975年までは、女子生徒の離学率
は、男子生徒の二倍近かった。現在では、
この格差は解消しているが、離学後の職業
教育訓練への非従事や失業率は、女子の方
が高い〕
・先住民〔先住民の生徒の離学率は、平均の
二倍近い〕
・エスニシティ〔英語以外の言語を話す家庭
出身の生徒の離学率は、平均よりも低い〕
・その他の要因〔家計、健康状態、ドラッグ
の常用、居住地の交通環境、家族崩壊、ホ
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_ムレス……〕
C・雇用関連
〔パートタイムでの仕事を経験している生徒
や、仕事に魅力を感じている生徒は、学校
を辞めやすい〕
カリキュラム改革として、1992年に導入され、そ
の後も改定が繰り返されてきたＶＣＥ（Victorian
CertificateofEducatio､）と、2002年に導入され
た新たな中等教育修了資格であるＶＣＡＬ（Victori‐
anCertificateofAppliedLearnmg）について、順
に、その概要を見ていこう('7)。
ＶＣＥは、ごく単純化してしまえば、ヨーロッパ
型の伝統的な中等教育カリキュラムを下敷きにし
つつも、その現代的革新をはかったものと位置づ
けることができるかもしれない。表は、現時点で
のVCEの科目群である。
これらの科目は、それぞれ難易度順の４つのユ
ニットから構成されており、生徒は、通常２年間
の履修を通じて、英語領域の３ユニットを必修と
して含む16ユニット以上（ただし、英語以外の科
目のユニット３．４のセットを３つ以上含むこと
が条件）に合格すれば、ＶＣＥという中等教育修了
資格を獲得できる。各科目の評価は、生徒が在学
している中等学校での評価とともに、統一的な外
部試験の結果を合算して行われる。
注意しておきたいのは、1992年に導入された
VCEは、それ以前の州の中等教育修了資格であっ
たＶＨＳ（VictorianHighSchoolCertificate）等
に見られた「学習内容重視、アカデミックなアプ
ローチ」「教師に主導された学習」というカリキ
一見してわかるように、早期離学の要因は、き
わめて多様であり、学校制度の側での努力だけで
は対応しえない要因も少なくない。しかし、その
ことは、教育システムの側での改善・改革の試み
が、まったく効果をあげないということを結論づ
けるわけではないだろう。ここで検討するヴィク
トリア州における後期中等学校のカリキュラム改
革の試みは、上記の整理に従えば、「Ａ・学校関
連」の要因のうち、「不十分なカリキュラム」と
｢教え方のスタイルと評価」の改善を図ろうとし
たものと位置づけることができる。それはまた、
先の後期中等学校の課題に即して言い直せば、③
(生徒の力量形成）を主要な課題としつつ、①
(生徒の就学継続を促す）の課題に対しても、一
定の役割を果たすことを期待したものと位置づけ
ることができよう。
(2)VCEの改革
さて、ヴィクトリア州で後期中等教育における
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芸術領域；
｢美術」「ダンス」「演劇」「メディア」「音楽（３科目)」「スタジオ
アート」「脚本・演出研究」「ビジュアル・コミュニケーションとデ
ザイン」
英語領域；
｢英語と第二言語としての英語」「英語学」「英語基礎」「文学」
保健・体育領域；
｢健康と人間発達」「環境研究」「体育」
外国語領域；
｢ヴィクトリアの先住民言語」「古典ギリシャ語」「古典へプライ語」
を含む46科目
数学領域
｢数学基礎」「発展数学」「一般数学」「数学的方法（2科目)」「専門
数学」
科学領域；
｢科学」「生物」「化学」「環境科学」「物理」「心理学」
ビジネス研究領域；
｢会計」「経営管理」「経済学」「産業と企業」「法律研究」
テクノロジー領域；
｢農業・園芸研究」「デザインと技術」「食物と技術」「情報技術」
｢|T応用」「ソフトウェア開発」
人文領域；
｢古典的な社会と文化」「地理」「歴史」「コミュニティの応用歴史」
｢植民と抵抗」「２０世紀」「先住民の歴史」「オーストラリアの歴史」
｢人民と権力」「イタリア・ルネッサンス」「市民革命」「国際政治」
｢国際研究」「国内政治」「哲学」「宗教と社会」「社会学」「古典と伝
統」
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ユラム原理を根本的に転換して、「理論と実際的
な活動のバランス重視」「調査や探求、問題解決
を通じた学習」（Navartnaml992;ｐ・１０）を重視す
るカリキュラム原理へと移行することを目的に設
置されたものであるという点である。すでに触れ
たように、1980年代以降の後期中等教育が直面し
た重要な課題のひとつは、生徒たちの第12学年ま
での残留率を飛躍的に引き上げることであった。
それにはもちろん、多様なアプローチが必要とさ
れたはずであるが、ひとつの焦点は、伝統的なア
カデミック志向のカリキュラムでは、－－残留率
が3割台の時代であればともかく、後期中等学校
が“大衆化”し“ユニバーサル化”していく段階
においては－もはや生徒たちの興味・関心を惹
きつけられないという事態に、いかに対応するか
にあった。ＶＣＥは、表中の科目リストを見れば明
らかなように、アカデミック・カリキュラムの骨
格を残しつつも、各領域の中での科目設置を可能
な限り多様化したもの、そして、教授・学習方法
の面で「参加型・探求型」学習への転換をはかろ
うとしたものと理解することができる。
ただし、こうした改革方略のみで、“ユニバー
サル化”段階の後期中等教育の生徒たちをどこま
で“抱え込む”ことができたかについては、疑問
が残らなくはない。２年間で16ユニット以上とい
う修了要件が端的に象徴するように、VCEは、限
定きれた科目を奥深く学ぶことをコンセプトにし
ており、修了した生徒の多くは、さらに大学等に
進学することが想定されている。とすれば、そう
した志向を持たない生徒たちを、純粋なＶＣＥは、
どこまで“包摂”できたであろうか。
しかし、実際には、1990年代半ば以降、連邦政
府の政策的牽引もあって（cfMCEETYAl989；
1999)、ヴィクトリア州を含む各州／特別区では、
後期中等教育のカリキュラムにＶＥＴ（職業教育訓
練）のコースを導入する動きが急速に進んでいっ
た('8)。それは、将来における技術者不足に危機感
を持った政府や産業界の意向に沿う職業教育訓練
政策に基づくもであったが、同時に、後期中等教
育へのVETの導入が、生徒や保護者からの圧倒的
なニーズに応えるものでもあった点を看過するわ
けにはいかない（cfHodgson2000)。ヴィクトリ
ア州のＶＣＥにおいても、現在では、VCE-VETと
して、修了要件の１６ユニットのうち13ユニット換
算までを、ＶＥＴのコースや科目群で充当すること
が認められている。
VCE-VETとして認められているのは、表にあ
る以下のコースであるが、コース内の科目に合格
すれば、ＶＣＥの修了要件のユニットとして活用で
きると同時に、AustralianQualificationsFrame‐
workに基づく職業訓練資格としても認められる
ことになる。
｢農業」「自動車」「建築」「ビジネス実務」
｢IT」「コミュニティ・サービス」「被服」「自
然保全と土地管理」「ダンス」「DTP」「電子
技術」「エンジニアリング」「馬関連の産業」
｢金融サービス」「食品産業（ワイン)」「装飾」
｢園芸」「ホスピタリテイ」「薬品」「マルチメ
ディア」「音楽産業」「プラスチック」「販売
業」「中小企業」「スポーツとレクレーション」
これらのコースは、学校によって単独で提供さ
れる場合もあるが、多くは、学校間の連携、およ
び学校と産業界、職業訓練セクターとの連携のも
とに提供され、そのうちに「構造化された職場学
習（structuredworkplacelearning)｣('9)の機会が
セットされている。
こうして、ＶＣＥは、アカデミック科目の拡大と
多様化、教授法の転換をめざした制定時の姿から、
VET科目を大幅に導入した現在の姿にまで、大き
な変貌を遂げてきた。それは、後期中等教育の
"ユニバーサル化”が“時代の波”（産業界の意向、
生徒や保護者のニーズ）に洗われた結果の複雑な
産物であったと言えるかもしれない。ただし、カ
リキュラム体系として見た場合、ＶＣＥプラス
VCE-VETというパッチワーク的な枠組みには、
異なる原理が混入したような、多少とも座りの悪
い部分があることも事実である。
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…バラバラのカリキュラム領域に焦点を当
てる伝統的アプローチを転換して、生徒た
ちが、問題解決やプロジェクトの遂行、労
働現場への参入を果たすために必要となる
スキルや知識の応用を学ぶものである｡」
｢第二に、生徒と教師を、学校外の組織や
個人と連携させ、関係を結ばせるものであ
る。このことは、……生徒たちに、彼らが
学んでいることの意味を気づかせる｡」
｢第三に、生徒に対するホリステイックな
働きかけを必要とするものである。そのた
めには、生徒たちの個人的な長所、関心、
目標、経験が考慮に入れられる｡」
｢最後に、学校から仕事への移行が、生徒
を大人として扱うことを必要とするもので
あることを踏まえ、……彼／彼女らが、学
習に対して自立し、責任主体となれるよう
に支援するものである｡｣(20）
(3)ＶCALの導入
おそらくはこうした状況も踏まえ、ヴィクトリ
ア州が2002年に導入した新たな中等教育修了資格
が、VCALである。ＶCALは、ＶＣＥにとって代わ
るものではなく、ＶＣＥと並ぶ中等教育修了資格
の、もうひとつのオプションー必ずしも大学進
学等をめざすわけではない生徒を対象として、
｢実地（hands-on)」教育に基づく実践的な教育、
｢応用学習（appliedlearning)」の機会を提供する
－とされるものである。制度的な概要を、ごく
簡単に見ておくと、
①リテラシーと数学的思考力のスキル
②仕事に関連したスキル
③産業に特化したスキル
④個人の発達のスキル
が、ＶCALが必修と定める「学習領域」である。
VCALには、基礎・中級・上級のレベルが設定さ
れているが、それぞれの学習領域には、各レベル
に沿った複数のユニットが設定されている。ユニ
ットは、学校が提供するＶＣＡL科目、職場実習や
VETのコース、ＶＣＥとして設定されている諸科
目、等によって構成されるが、生徒は、これらの
ユニットのうち、①～④の学習領域を必ず含んで、
10ユニット以上に合格すれば、ＶＣＡＬとしての中
等教育修了資格を得ることができる。
単純化を覚悟で言えば、①の基礎学力、②④の
キャリア教育的な志向をもった学習、③の職業教
育訓練に直接に結びつく実際的な学習、によって
構造化されたカリキュラムであると見なせるだろ
う。ＶCALの特徴は、仮に生徒が英語や数学とい
ったユニット（科目）を学ぶ場合であっても、そ
こでの学習方法は、徹底的に「実地（hands-on)」
の精神に貫かれたものであり、「応用学習」であ
るという点である。ここで言う「応用学習」とは、
要するに、義務教育段階のVELSと同様、ここで
めざされているのは、教授・学習方法の抜本的な
改革であり、そのことを通じて、後期中等学校段
階における生徒たちの学習の「実際化」と「主体
化」をはかることであると要約できよう。
(4)後期中等学校におけるキャリア教育
ＶCALの導入が、座学を中心とした従来のVCE
科目に“忌避感，,を感じていた、少なからぬ生徒
たちから、それなりの歓迎を受けたであろうこと
は想像に難くない（cfStokeset.ａ1.2004)。のみ
ならず、そうした生徒たちに“手を焼いて”きた
教師たちからも、おそらくは熱烈に歓迎されたの
ではあるまいか。教師向けの雑誌等を調べてみる
と、ＶCALの導入後、「生徒の現実から出発する」
｢応用学習」の方法の有効`性を強く訴える主張
(Dymke2006）や具体的な実践例（ColeandFar‐
rar2005)、あるいは、授業不成立に悩んできた
教師が、ＶCALの教授・学習方法を習得するため
の職能研修に通い続けた後、ついに生徒たちの意
欲と能動的な活動を組織する英語の授業を運営で
｢第一に、“教室，，の外の“実際の世界',で
学ぶことを重視するアプローチであり、…
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きるようになったといった報告（Douglas2006）
を見つけることができる。そこでは、生徒たちが
授業から“ドロップアウト,,していたのは、彼／
彼女らの側の問題ではなく、実はカリキュラムの
側にこそ問題があったのだ、とするような反省の
声（Blake2006）を聞くこともできるのである。
実際、ヴィクトリア州におけるＶCALの「成功」
は、他の州／特別区の教育行政関係者からは、大
きな注目の的となっている。
ただし、より大きな視点から見れば、ＶCALの
導入が、「VCE＝アカデミック志向で、大学進学
志望の生徒向け、ＶCAL＝実際的・実践的カリキ
ュラムで、訓練機関への入学や就職希望の生徒向
け」といった事実上の“分断，,を、後期中等学校
のカリキュラムの中に生み出してしまったという
側面があることは否定できない。（Teeseand
Polesel2003）は、VCEやVCE-VETを含めた1990
年代以降における後期中等教育のカリキュラム改
革の動向を、「労働者階級のためのカリキュラム
上のスペースを広げて」（p､33）きたものと評して
いるが、そのことの意義を一定認めつつ、そうし
た改革が、「アカデミックな中等教育そのものに
おける公正さと平等を実現したわけではなく、せ
いぜい中等教育を“大衆化”はしたが、“民主化”
してはいない」（p217）ことを厳しく批判してい
る。
あるいは、「学校におけるVET」やＶＣＡＬにお
ける「産業に特化したスキル」学習等が、その`性
格として「職業訓練主義（vocationalism)」に陥
ったものであり、知識・スキル・学習といった概
念の持つ奥行きと広がりを狭めるものだ（理論と
実践、知識とスキルにかかわる伝統的な二元論に
陥っている）とする批判も存在している（cf
Stevenson2007)(２１)。
これらの批判には、当然、注目すべき指摘が含
まれている。ただし、キャリア教育の枠組みとい
う視点で見た場合、ヴィクトリア州における後期
中等教育カリキュラムは、それが、生徒の進路意
識の成熟を促すキャリアガイダンス的な働きかけ
にのみ傾斜していないという点で、教育内容ベー
スの組み立てになっていることが注目されるので
はあるまいか。もちろん、本稿では、ＭＩＰＳをは
じめとする後期中等学校における進路指導やキャ
リア相談の取り組みについては扱っていないし、
VCALのようなカリキュラムを活用する場合に
は、本当に生徒一人ひとりのニーズと将来設計に
沿った履修計画が必要となり、そのための指導や
相談活動の充実が求められることは確かである。
しかし、
キャリア教育は、生涯を通じた旅である。
それは、ＭＩＰＳのプランではないし、キャリ
ア発達（開発）のポートフォリオでもない。
これらは、生徒たちが自分自身の進路に漕ぎ
出ていくことを支援するためのツールにすぎ
ない。……キャリア教育のプロセスを成功さ
せるためには、プランの遂行に集中するので
はなく、生徒たちの学習の成果と個人的な発
達に集中しなくてはいけない。（Sertori2005）
こう主張されるような立場を、ヴィクトリア州の
後期中等学校のカリキュラムは採用していると評
することができるのではないか。生徒の進路意識
への働きかけやキャリアプランの作成は、もちろ
ん重要なキャリア教育の一環である。しかし、生
徒たちのめざす進路を実現するために必要とな
る、具体的で実践的な力量形成を保障できないの
であれば、学校がキャリア教育の役割を果たした
ことにはならない。
繰り返しになるが、後期中等教育は、「移行期」
的な性格を有した教育段階である。生徒たちを、
卒業後のそれぞれの進路に円滑に送りだすこと
が、この段階の教育の課題である。ヴィクトリア
州における後期中等教育のカリキュラム改革の到
達点は、ある意味では“現実主義的”に－であ
るがゆえに、一種の“分断，,を孕むことになるの
だが－、①大学等への進学希望の生徒には、
ＶＣＥにおける本質的でクオリテイの高い学習を、
②職業訓練への参加や就職を希望する生徒には、
VCALにおける徹底的に実践的な（職業教育訓練
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を含む）学習を、提供しようとしたものと見なす
ことができるだろう。
mentofEducation2007)。
（３）‘youthatrisk,の概念をめぐっては、政策的
および社会的支援の必要な若者を特定し、スポット
を当てるための概念として必要だ（有効だ）とする
議論がある一方、概念規定のあいまいさや、それが、
伝統的な「学校から仕事（大人）への移行」パター
ンを絶対視したものであり、必ずしも若者たちの意
識と実態を正しく見ていないといった批判も存在し
ている。やや穏当に‘disengaged，と表現されるこ
とも少なくない。（ＤＥＴＹＡ２００１；Blake2006；
KabirandRickards2006）を参照。
（４）ＴＡＦＥには、前期中等教育を終えた段階で通
うことのできる職業教育訓練コースから、全国的な
資格体系上は、大学と同等の位置づけが与えられる
職業教育訓練コースまで、さらには成人向けの職業
訓練カリキュラム等が、多様に存在している。また、
性格上、そうしたコースには、フルタイム就学だけ
ではなく、パートタイムの課程もある。ある意味で
は、生涯学習社会を支える貴重な教育訓練機関とし
ての役割を担っているわけであるが、（Teeseand
Polesel2003;Keating2006）の指摘するように、こ
うした入学者やカリキュラムの多様性が、教育機関
としてのＴＡＦＥの，性格の暖昧さや困難を生んでいる
という指摘もある。
（５）（Lansbury2004）によれば、「過去10年におけ
る雇用の拡大の大部分は、臨時的か、パートタイム
か、あるいは期間限定の仕事が占めている。オース
トラリアは今や、先進諸国のなかで、労働力に占め
る“非典型”あるいはフルタイムでない労働者が占
める割合が、もっとも高い国のうちの一つである」
(P､105)。
（６）ビクトリア州教育省のＨＰから。‘CareerＳ＆
ＰlanningfOrtheFuture，の項（http://www・educa
tion・vicgov・au/aboutschool/careers/defaulthtm）
（７）同上。‘CareerEducationinSchools，の項
(http://www・education・vicgovau/sensecyouth/car
eertrans/careereducation/defaulthtm） 
（８）州政府の課題意識にあったのは、平均的には
他州／特別区と比較して高い水準にある州内の生徒
たちの学力達成において、地域ごと・学校ごと・生
おわりに
ヴィクトリア州における学校カリキュラム改革
の動向を追ってみて、そこであらためて感じるの
は、キャリア教育は、学校のカリキュラム全体を
通じて、学校の全教育活動を通じて行われるべき
ものだという、ある意味では単純な命題である。
初等教育においても、中等教育の段階においても、
そうした太い“幹,，がなくては、職場体験や職場
実習、さまざまなキャリア教育のツール、`情報や
教材のリソース等の“枝葉，,が有効に活用される
はずがない。その意味では、本当に求められるの
は、学校のカリキュラム全体を「キャリア教育」
志向に創りかえていくカリキュラム・デザインで
あると言えるのかもしれない。
注
（１）例えば、州／特別区ごとの共通カリキュラム
基準（各教科・学年ごとに、知識・理解・スキル等
の到達目標を定めた基準）とそれに対するアセスメ
ントは存在したが、伝統的に認められてきた学校の
自律性を損ねないような配慮が、さまざまに施され
ていた。州の「基準」の解釈には各学校の裁量を認
める、アセスメント結果は学校間で比較しない等の
措置、がそれである。（山田2007）を参照。なお、
2008年度から、各州／特別区のアセスメントに代わ
って、連邦政府レベルでのナショナル・テスト（リ
テラシーと数学的思考力numeracy）が導入された。
（２）ヴィクトリア州は、オーストラリア南東に位
置し、面積は狭いが、人口集積度は国内でもっとも
高い州である（首都は、メルボルン。人口は、２００７
年現在で約521万人)。州の主要産業は、従事者の多
い順に、サービス（27.4％）、卸売り・小売り
(20.3％)、製造業、金融（ともに15.3％）である。州
内には、約1600校の公立学校、約480校のカトリッ
ク系学校、約200校の独立学校があり、それぞれ
64％、２２％、１４％の生徒が通っている（Depart‐
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徒ごとのバラツキが大きすぎるという点であった
(cfDepartmentofEducation2003a)。ヴィクトリア
における学校教育改革は、その後、相応の効果をあ
げ、州規模での改革へのアプローチのモデルとして、
ＯＥＣＤの報告書でも注目・評価されている（cf
Matthewset.ａ1.2007)。
（９）同じ時期、クイーンズランド州やニューサウ
スウールズ州でも、カリキュラム改革の動きが進行
していた（前者での‘NewBasics，、後者での
`QualityTeaching，のプロジェクト。これらに対比
すれば、ヴィクトリア州の試みのキーワードは、
`EssentialLearning，‘ThePrincipleofLearning 
andTeaching（PoLT)’である)。それらは、カリ
キュラムを、教科や教育内容に準拠してのみ考える
のではなく、学習の質を高めるための教授法改革に
結びつくものとして構想するという点で、共通の
｢オーストラリア的コンテクスト」（Moss2007;ｐ､4）
に位置づいていたと言える。
(10）VELSの内容については、以下のサイトで全文
を入手することができる。
http://vels､vcaavic､edu､au/index・ｈｔｍｌ
(11）第１次大戦時、ガリポリの戦いで活躍したオ
ーストラリア・ニュージーランド連合軍の兵士たち
を追'悼する国民の祝日（４月25日)。オーストラリ
ア住民が、連邦としての国民意識に覚醒することに
なったイベントとして重視されている。
(12）オーストラリアの各州／特別区では、1989年
のいわゆる「ホーバート宣言（HobartDeclaration)」
で、義務教育における「八つの鍵となる学習領域」
(MCEETYAl989）が合意されて以降、すでに教科
横断的な科目設定やカリキュラム編成の試みには一
定の蓄積があった。ヴィクトリア州におけるＶＥＬＳ
では、こうした教科の統合化の動きに対しても、必
要と見なされた点での見直しを行っていること－
たとえば、歴史は、VELS以前には、他州／特別区
と同様に、ＳＯＳＥ（StudiesofSocietyandEnviron-
ment）と呼ばれる統合科目の中で教えられていた
が、歴史教育としての系統`性が損なわれる、専門的
トレーニングを受けていない教師が教えることにな
る、といった批判も絶えなかった（cfClark2008)。
そのため、VELSでは、レベル4以降は単独の教科と
して教えられるように、カリキュラム設計が変更さ
れている－が、注目されよう。批判的見地からで
あるが、各州のカリキュラムの中でのヴィクトリア
の特徴については、（Donnelly2007）を参照。
(13）ヴィクトリア州教育省のＨＰから。‘Career
EducationinSchools,の項(http://www､education、
vicgov・au/sensecyouth/careertrans/careereducati
on/defaulthtm） 
(１４）詳述できないが、そうした学習活動を支援する
ためのツール（website、診断ツール、アクテイビテ
イ等）はさまざまに開発されており、連邦政府（Ｃｆ
http://www､realgame・gov・au/;http://www・myfutur
eedu・au/）および州政府（Ｃｆhttp://www・educatio
n・vicgov､au/sensecyouth/careertrans/teacherresou
rces/）によって提供されている。
(１５）筆者は、この「キャリアをselfmanageできる
主体」を、グローバリゼーションのもとでのニュー
エコノミーが求める「起業家的主体（entrepre-
neurialself)」（Kelly2006）とは異なる（重なりを
持ちつつも）含意を持った概念として、理解したい
と考えている。この点は、ヴィクトリア州における
VELSの試みを、乱暴に言ってしまえば、ニューエ
コノミーへの素朴な適応策であると理解してしまう
のかどうかにもかかわる、重要な論点であろう。
(16）職場体験は、各学校のカリキュラム編成に基
づいて自主的に行われるが、多くの学校では、第９
～10学年において、１～２週間程度の体験が行われ
る。州政府によるガイドラインや法令に準拠して、
安全基準や生徒に対する配慮事項が担保されている。
実施に当たっては、事業者・学校長・保護者・生徒
がサインをする協定書が取り交わされ、就業じたい
には賃金も支払われる。また、職場体験の計画・実
施、学校と事業所との連絡調整等には、コーディネ
ーターが介在するのが普通である。
(17）以下の論述における基本的事実・データ等は、
(VCAA2007）に基づいている。なお、先行研究と
して、（TeeseandPolesel2003;chap3）（伊井2004）
を参照。
(18）1995年のAustralianQualificationsFrameｗｏｒｋ
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の設置が、こうした動きを加速させるきっかけとな
ったこと（－中等教育修了資格と職業教育訓練の
資格とのリンクが可能になったため）は確かであり、
将来における技術者不足に危機感を持った政府が、
職業教育訓練政策の一環として、それを奨励したと
いう側面も、もちろん無視しえない。しかし、同時
に、後期中等学校のカリキュラムへのＶＥＴの導入に
は、生徒や保護者からの圧倒的なニーズに応えるた
めという側面が確実に存在していた（cfHodgson
2000)。現在では、すべての中等学校の95％が、
VETコースをカリキュラムに導入しており、５０％以
上の生徒がそれを履修している。
(１９）「職場体験（work-experience)」は、通常の
(義務教育段階の）学校カリキュラムの一環として
行われるものであるが、「構造化された職場学習」
は、ＶＥＴプログラムの一環に位置づくものである。
当然、期間や時間数も異なるし、教育目的にも重点
の違いがある。（PolselandHelme2003）を参照。
(20）TheVictorianCurriculumandAssessment 
Authorityが発行している「応用学習」についての
リーフレットより
(ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ・vcaavic､edu・au/vcal/Publications／
InfOrmationSheets/VCALinfOapplearnpdf)。
(21）1990年代以降のオーストラリアにおけるポス
ト義務教育および職業教育訓練改革の動向を、new
vocationalismとして批判する研究は、（Taylorand
Henryl994）をはじめとして、早くから存在してい
る。また、（Stokeset.ａ1.2004；pp25-26）は、生徒
たち自身の評価としても、ＶＥＴコースに所属しない
生徒は、学校は、転職の可能性をはじめとする将来
の「変化」への準備となる「一般的なスキル
(genericskills)」を提供してくれると考えているの
に対し、ＶＥＴコースの生徒は、そうは考えていな
い、という興味深い調査結果を報告している。
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